
NPO法人 所轄庁認定
ＮＰＯ法人数

所轄庁特例認定
NPO法人数

市町村情報

(2024.9.30) (2024.9.30) (2024.9.30)

有 無
法人数

(2024.9.30)
(2024.9.30)

北海道 1,224 15 1 ○ 2 三笠市ほか88市町村(113法人)

青森県 402 4 0 ○ 1

岩手県 473 22 1 × 遠野市(2法人)

宮城県 400 11 0 ×

秋田県 348 5 0 × 美郷町(1法人)

山形県 440 7 0 × 朝日町(1法人)

福島県 918 22 0 ×

茨城県 856 18 0 ×

栃木県 648 15 1 ×

群馬県 813 11 0 ×

埼玉県 1,742 31 3 ○ 7

千葉県 1,557 35 0 × 市川市(4法人)

東京都 8,771 302 4 ×

神奈川県 1,444 47 2 ○ 64 横須賀市ほか21市町(32法人※うち19法人が県の指定法人と重複)

新潟県 453 7 0 ×

富山県 390 6 0 ×

石川県 378 10 0 ×

福井県 240 6 1 ×

山梨県 488 9 0 ×

長野県 961 17 0 ○ 1

岐阜県 727 11 0 × 富加町(1法人)七宗町(1法人)白川村(1法人)

静岡県 682 12 0 ×

愛知県 1,099 29 3 × 刈谷市(12法人) 安城市(21法人) 知立市(5法人) 碧南市(6法人) 高浜市(10法人)

三重県 729 8 0 ○ 3

滋賀県 559 21 1 ○ 4

京都府 479 14 0 ○ 8

大阪府 1,740 29 4 ○ 8

兵庫県 1,349 26 0 ×

奈良県 499 5 0 ○ 1 奈良市(1法人)

和歌山県 384 7 0 ×

鳥取県 293 8 1 ○ 4 鳥取市ほか18市町村(4法人※いずれも県の指定法人と重複)

島根県 272 6 1 × 飯南町(2法人)

岡山県 466 4 0 ×

広島県 412 4 0 ×

山口県 413 9 0 ×

徳島県 366 11 0 ○ 那賀町(3法人)

香川県 388 10 0 ×

愛媛県 507 8 0 ×

高知県 323 8 0 ×

福岡県 796 9 0 ×

佐賀県 374 8 0 ×

長崎県 499 8 3 ×

熊本県 439 5 0 ○ 1

大分県 439 6 1 ○ 1 大分市ほか14市町(1法人※県の認定・指定法人と重複)

宮崎県 441 6 0 × 五ケ瀬町(3法人)

鹿児島県 845 3 0 ×

沖縄県 465 7 0 ×

小計 38,931 882 27 14 33 105 （224法人） 

地方税法第37条の２第1項第4号及び同法第314条の７第1項第4号に基づく
条例個別指定の実施状況（2024.9.30現在）

令和６年９月30日現在、条例個別指定を受けている法人は全国で３４７法人である。
また、条例指定制度を実施している自治体数は１８２となっている。

都道府県

条例指定制度



NPO法人 所轄庁認定
ＮＰＯ法人数

所轄庁特例認定
NPO法人数

(2024.9.30) (2024.9.30) (2024.9.30)

有 無
法人数

(2024.9.30)

札幌市 883 17 0 ○ 0

仙台市 379 19 0 ×

さいたま市 381 10 0 ×

千葉市 374 10 0 ○

横浜市 1,482 71 0 ○ 9

川崎市 351 15 0 ○ 8

相模原市 240 12 0 ○ 12

新潟市 256 10 0 ×

静岡市 332 13 0 ×

浜松市 227 9 0 ×

名古屋市 872 30 2 ○ 8

京都市 819 36 1 ○ 5

大阪市 1,326 49 1 ×

堺市 259 4 0 ×

神戸市 738 28 0 ×

岡山市 289 10 0 ×

広島市 340 2 0 ×

北九州市 290 7 2 ×

福岡市 580 16 0 ×

熊本市 293 7 0 ○

小計 10,711 375 6 8 12 42

合計 49,642 1,257 33 22 45 347（都道府県（105）、政令市（42）、その他市町村（224）における条例指定法人合計数）

※一つの法人が都道府県と市町村の両方から条例指定を受けている場合があるため、
   合計法人数と各法人数を足したものは一致しない。
※指定を行っている自治体数：182（都道府県（14）、政令市（8）、その他市町村（160））

政令市

条例指定制度


